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翻 訳：大 杉  成 喜 
独立行政法人 国立特殊教育総合研究所 

本年次報告書は 特殊教育振興法第9条の規定により 

特殊教育に関する施策とその推進内容を収録し、 

2001年度定期国会に提出するために作成した。 

※  本報告書の日本語訳は、韓国国立特殊教育院の支援のもと、韓国政府人的 

  　資源部の承諾を得たものである。 
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翻訳にあたって

国 立 特 殊 教 育 総 合 研 究 所 　 情 報 教 育 研 究 部 教 育 工 学 研 究 室 　 大 杉 成 喜

本年次報告書は韓国特殊教育振興法の規定により韓国の教育人的資源部（文部科学省）

が特殊教育に関する施策とその推進内容をまとめ2001年度定期国会に提出したものであ

る。

韓国の特殊教育振興法は特殊教育の指針を示した法律で、朴華文の翻訳が世界の特殊教

育（XI,1997）に掲載されている。同法第９条には以下のように記述されている。

第9条 (特殊教育に関する年次報告書) 政府は特殊教育の主要施策に関する報告書を毎年定

期国会開会前まで国会に提出しなくてはならない。

特殊教育年次報告書は毎年度の特殊教育の状況について調査報告し、今後の特殊教育推

進計画について立案している。韓国の特殊教育の年次状況は本報告書によって詳細に報告

されている。

韓国の法律は米国と似て「到達目標」を示すことが多い。そのため「目標」に対する

「進捗状況」を明らかにすることで、今後の目標設置と法改正を行う必要がある。特殊教

育年次報告書は米国の個別障害者教育法（IDEA）に対する年次議会報告書に類似したも

のといえる。

韓国は民主政権の樹立後、特殊教育の振興を含めた教育の近代化を一気に進めてきた。

現在はサマランカ声明を受け、インクルージョンを冠した特殊教育を進めている。特殊教

育に関する法律を適宜変更したり、重点施策をあげた予算編成を行っている。韓国の教育

の素早い変化はこういったシステムによって支えられている。

わが国の特殊教育制度も大きな変化の時期にある。協力者会議の「21世紀の特殊教育の

在り方」や「今後の特殊教育の在り方について」といった特殊教育ビジョンが次々と発

表されている。

わが国の特殊教育の状況については文部科学省によって毎年度「特殊教育資料」が発行

されているが、これはデータのみであり、長期・短期の計画についてまでは明らかにされ

ない。わが国の特殊教育施策は地方自治にゆだねられていて具体的な取り組みは様々であ

る。そのため国家レベルの劇的な変化は少なくなり、質的な面では地域間格差が生じてい

る。たとえば本来専門家としての最低条件となる特殊学校教員の特殊教育専門免許状保有

率は現在でもやっと50%をこえた程度にすぎない。これは「当分の間」という除外規定が

20年も適応されてきたためであるが、毎年の到達目標をあげその評価を積み重ねてこなか

ったためであると考えられる。わが国でも都道府県ごとの特殊学校教員の特殊学校教員免

許状保有率が一般公開され、その改善のための長期・短期目標が設定されればその改善は

より速やかになると考えられる。同時に地域間格差も改善されるであろう。

著者はわが国の特殊教育制度においてもこのような年次報告書が必要ではないかと考え

る。韓国特殊教育年次報告書は国会での報告後は公開文書となる。電子政府が樹立された
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現代では政府のwebサーバーに置かれ情報公開される。本報告書は政府関係者のみならず

保護者や本人にも公開されているのである。国家レベルの情報化政策は全ての分野に恩恵

を与えている。

本書は韓国教育人的資源部の許諾を得て翻訳したものである。翻訳に際して韓国国立特

殊教育院から支援をいただいた。韓国国立特殊教育院は当研究所と研究協力協定を結んで

おり、毎年開催される日韓特殊教育セミナーや研究文献の相互交流など積極的な研究協力

を行っている。本報告書翻訳もその一環のものである。この場を借りて感謝の意を表明す

るとともに、今後の両国の特殊教育の発展を祈念したい。
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特殊教育の制度は憲法第31条第1項「すべての国民は能力によって等しく教育を受ける権利を

持つ」の規定により特別な教育的配慮が必要とされる法令に基づく。

特殊教育の制度を規定する直接的な法令は〈表 1-1〉の通りである。

特殊教育とは「特殊教育対象者の特性に相応した教育課程・教育方法及び教育メディア等を通

じて教科教育・治療教育及び職業教育等を実施すること」をいう(特殊教育振興法第2条第1号)。
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〈表 1・1〉 特殊教育関連法令



このような特殊教育の振興のために教育基本法第18条(特殊教育)は「国家及び地方自治体は身体

的・精神的・知的障害などによって特別な教育的配慮が必要な者のための学校を設立・経営しな

ければならない。またこれらの教育を支援するために必要な政策を樹立・実施しなければならな

い」と規定しているし、初・中等教育法第55条(特殊学校)は「特殊学校は身体的・精神的・知的

障害などによって特殊教育を要する者に幼稚園・初等学校・中学校または高等学校に準ずる教

育と実生活に必要な知識・技能及び社会適応教育を行うことを目的にする」と規定している。

特殊教育対象者については特殊教育振興法第2条第2号に「第10条の規定によって特殊教育を要

する人に選定された人を言う」と規定している。具体的には視覚障害、聴覚障害、知的障害、肢

体不自由、情緒障害(自閉症を含む)、言語障害、学習障害、その他教育部令の定める障害のある

人の中で特殊教育を必要とする人であると評価された人を特殊教育対象者と選定する(特殊教育

振興法第10条第1項)。このような特殊教育対象者の選定は幼稚園・初等学校・中学校課程は教育

長が市・郡・町特殊教育運営委員会の審査を通して選定し、高等学校課程は教育監が市・道特殊

教育運営委員会の審査を通して選定する。また大学に入学する特殊教育対象者は大学の職員が選

定するように規定されている(特殊教育振興法第10条第2項)。

教育長または教育監は幼稚園・初等学校・中学校・高等学校課程に就学する幼児児童生徒の中

で特殊教育対象者に選定された者の障害の程度・能力・居住地などを総合的に判断して、その保

護者の意見を考慮して適切な学校を指定・配置する(特殊教育振興法第11条)。教育長または教育

監が特殊教育対象者が就学する適切な学校を指定・配置する時には統合教育を実施する通常の学

校の通常クラス、特殊クラス、特殊学校、他の市・道に設置される特殊学校の順序で配置する

(特殊教育振興法施行規則第4条)。

教育長または教育監が特殊教育対象者と選定して適切な学校に指定・配置した特殊教育対象者

の教育費は幼稚園・高等学校課程は無償教育とし、初等学校・中学校課程は義務教育とする(特

殊教育振興法第5条)。義務及び無償教育の範囲は入学金・授業料・教科用図書費を無料にし(特

殊教育振興法施行令第5条)、他の市道の特殊学校に特殊教育対象者が配置された場合、該当の学

校を管轄する教育長または教育監が住民登録帳を管轄する教育監に宿泊経費支給申込書を提出す

ると該当の教育監は所要経費を毎月支給しなければならない(特殊教育振興法施行規則第6条)。
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特殊教育機関とは特殊教育対象者に幼稚園・初学校・中学校または高等学校(専攻科を含む)の課

程を教育する特殊学校及び特殊学級をいう(特殊教育振興法第2条第3項)。特殊教育対象者が教育

を受ける所として特殊教育機関と通常学級、または障害者福祉施設・児童福祉施設・治療機関・

家庭などで特殊学校教員の巡回派遣によって教育を受けることができる(特殊教育振興法第14

条)。特殊教育対象者が通常学校の通常学級で教育を受ける場合、通常学校に特別な理由がない

限り統合教育を実施しなければならない(特殊教育振興法第15条)。特別な理由とは学校に在籍中

の特殊教育対象者の定員の10パーセント以上を超過している場合と特殊学校の場合で学校の教育

対象者の障害種別と配置された特殊教育対象者の障害種別が違って効率的な特殊教育を実施する

ことができない場合に限って教育長または教育監に指定・配置に対し意義を申し立てることがで

きる(特殊教育振興法施行令第11条)。さらに国家及び地方自治体は国立または公立の特殊教育機

関の収容施設が不足し特殊教育対象者の義務教育のために必要な場合には私立の特殊教育機関に

その教育を委託することができる(特殊教育振興法第7条)。国家または地方自治体が私立の特殊

教育機関に委託教育をした場合には、その運営費・施設費・実験実習費・職業指導費及び教員の

給料、その他特殊教育に必要な経費を予算の範囲内で補助しなければならない(特殊教育振興法

第6条と第7条)。

統合教育とは特殊教育対象者の正常な社会適応能力の発達のために通常学校で特殊教育対象者

を教育することや、特殊教育機関の在校生を通常学校の教育課程に一時的に参加させて教育する

ことをいう(特殊教育振興法第2条第6項)。つまり統合教育は通常学校の通常学級、特殊学級また

は特殊学校在校生が通常学校の児童生徒とともに教育を受けることをいう。

通常学校の長は特殊教育対象者や保護者、特殊教育機関の長が統合教育を要求する際には特別

な理由がない限りこれに応じなければならない。通常学校の長は統合教育の便宜のため、特殊教

育に必要な教材及び教具を準備し、スロープや手すり、特殊教育対象者が利用するのに便利なト

イレ、机・椅子などのアクセシビリティ施設を準備しなくてはならない(特殊教育振興法第15条

第2項)。

また、通常学校の長は統合教育を実施するために特殊教育対象者が1人以上12人以下の学校に

は1学級以上、特殊教育対象者が13人以上の学校には2学級以上の特殊学級を設置しなければなら

ない(特殊教育振興法第15条、特殊教育振興法施行令第13条の2)。

特殊教育対象者が4人以下の通常学校の場合には教育長または教育監が特殊教育対象者の人

数・障害程度・能力及び居住地と巡回教育実施のための教育条件などを考慮して3ないし5校で一

つの単位を構成し、各単位別学校等で特殊学級を設置する学校を指定して特殊学級を設置するこ

とができる(特殊教育振興法施行令第13条の2第2項)。
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特殊教育対象者に選定された者は通常学校の通常学級、特殊学級、特殊学校、他の市・道に所

在する特殊学校などに配置する。特殊教育対象者に認定された児童生徒はその特性に適切な個別

化教育を受けるようになり、個別化教育計画は毎学年が始まる前まで作成しなければならない。

ただし、学期の途中に配置された場合には配置された日から30日以内に作成しなければならない

(特殊教育振興法第16条、特殊教育振興法施行令第14条)。

個別化教育計画の效率的な樹立のために特殊教育対象者が配置された学校は個別化教育計画運

営委員会を構成して個別化教育計画を作成しなければならないし、また個別化教育計画には対象

の幼児児童生徒の人的事項、現在の学習遂行水準、長・短期教育目標、教育の開始及び終了時期、

教授の方法及び評価計画、その他個別化教育計画運営委員会が決める事項を含まなければならな

い(特殊教育振興法施行規則第9条)。

特殊教育対象者には治療教育、職業教育、進路教育を実施しなければならないし(特殊教育振

興法第18条、第19条、第20条、第22条)、各学校の長は当該の学校に在学中の特殊教育対象者の

保護者が希望する場合や保護者教育が必要だと認められる場合には教育・治療及び職業などに対

する保護者教育計画を樹立してこれを実施しなければならない(特殊教育振興法第17条)。

特殊教育を担当する教員(以下特殊学校教員という)の資格基準は初・中等教育法第21条

〔別表1・2〕の通りである。

○特殊学校校長

1. 特殊学校の教頭資格証明を持って 3年以上の教育経歴がある者とし、所定の再教育を受け　

た者。

2. 初等学校または中等学校の校長資格証明を持ち必要な補習教育を受けた者。この場合特

殊学校教員資格証明を持っていたり特殊学校(特殊学級を含む)の教員としての勤務経歴が　

ある時には補習教育を免除する。

3. 学識・徳望が高い者として大統領が定める基準に該当し教育部長官に認められた者

○特殊学校教頭

1. 特殊学校正教員(1級)資格証明を持ち3年以上の教育経歴がある者で所定の再教育を受けた　

者

2. 初等学校または中等学校の教頭資格証明を持ち必要な補習教育を受けた者。この場合特　

殊学校教員資格証明を持っていたり、特殊学校(特殊学級を含む)の教員として勤務経歴が　

ある時には補習教育を免除する。
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○特殊学校1級　正教員

1. 特殊学校正教員(2級)資格証明を持っていて3年以上の教育経歴がある者とし所定の再教

育を受けた者

2. 特殊学校正教員(2級)資格証明を持っていて1年以上の教育経歴がある者とし、教育大学院

または教育部長官が指定する大学院で特殊教育を専攻して修士学位を受けた者

3. 幼稚園・初等学校または中等学校正教員(1級)資格証明を持っていて必要な補習教育を受

けた者

4. 幼稚園・初等学校または中等学校正教員(2級)資格証明を持ち1年以上の教育経歴がある者

とし、教育大学院または教育部長官が指定する大学院で特殊教育を専攻して修士学位を受

けた者

○特殊学校2級　正教員

1. 教育大学及び師範大学の特殊教育科を卒業した者

2. 大学の特殊教育関連学科卒業者として在学中所定の教職課程を履修した者　　

3. 幼稚園・初等学校または中等学校正教員(2級)資格証明を持っていて必要な補習教育を受

けた者

4. 幼稚園・初等学校または中等学校 正教員(2級)資格証明を持っていて教育大学院または教　

育部長官が指定する大学院で特殊教育を専攻して 修士学位を受けた者

5. 特殊学校準教員資格証明を持っていて2年以上の教育経歴がある者として所定の再教育を

受けた者

6. 幼稚園・初等学校または中等学校準教員資格証明を持って2年以上の教育経歴がある者と　

し教育大学院または教育部長官が指定する大学院で特殊教育を専攻して修士学位を受け

た者

○特殊学校 準教員

1. 特殊学校準教員資格検定に合格した者

2. 特殊学校実技教員とし5年以上の教育経歴を持っていて所定の再教育を受けた者

○特殊学校専門相談教員

特殊学校正教員(2級）以上の資格証明を持った者とし3年以上の教育経歴がある者で教育長　

官が指定する教育大学院または大学院で所定の専門相談教員養成課程を履修した者

○特殊学校司書教員

1. 大学卒業者とし在学中文献情報学または図書館学を専攻して、所定の教職課程を履修

した者

2. 準教員以上の資格証明を持った者とし所定の司書教員養成講習を受けた者

3. 教育大学院または教育部長官が指定する大学院の教育課で司書教育課程を専攻して修学

を受けた者

4. 師範大学卒業者とし在学中文献情報学または図書館学を専攻した者

○特殊学校実技教員

1. 専門大学(専門大学・短大に準ずる各種学校を含む。以下同じ)卒業者とし在学中大統領　
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令に定める実科目計の技能を履修した者、または高等技術学校の専攻科を卒業した者

2. 大学(大学に準ずる各種学校を含む)・専門大学卒業者として在学中芸能、体育、その他大

統領令に定める技能を履修した者

3. 実業科高等学校または3年制高等技術学校の卒業者として実技教員の資格検定に合格し者

4. 実業科、芸能または保健科に関する知識と技能を持った者として実技教員の資格検定に

合格した者

○特殊学校養護教員

－養護教員(1級)

養護教員(2級)資格証明を持った者として3年以上の養護教員経歴を持って資格研修を受け者

－養護教員(2級)

1. 大学の看護学科卒業者として在学中所定の教職成績点を取得して看護婦免許証を持った者

2. 専門大学の看護学科卒業者として在学中所定の教職成績点を取得して看護婦免許証を持　

った者

○治療教育担当教員(特殊教育振興法施行令 第16条)

1. 特殊学校の治療教育科目正教員・準教員または実技教員資格がある者

2. 特殊学校の正教員または準教員資格がある者として物理治療師・作業治療師等治療教育　

に関連した資格を持っている者

○職業担当教員(特殊教育振興法施行令 第17条)

1. 特殊学校の正教員・準教員または 実技教員資格がある者として次の項目の1つに該当する者

ア. 国家技術資格法第3条の規定による技術系または技能系の技術資格を取得した者　

イ. 勤労者職業訓練促進法第9条による職業能力開発訓練教員資格を持っている者

ウ. 大学院で職業リハビリに関する学問を専攻して修士学位を受けた者

2. 大学で職業リハビリに関する分野を専攻した教員

特殊教育を担当する教員は特殊学校及び特殊学級に配置するものとし、その配置基準は初・中

等教育法施行令第40条及び特殊教育振興法第20条と特殊教育振興法施行令第12条、第16条、第17

条などの規定による。

また国家及び地方自治体は特殊教育担当教員の資質向上のため教育及び研修を定期的に実施(延1

回以上)しなくてはならない(特殊教育振興法第23条、特殊教育振興法施行規則第12条)。

特殊学校施設・設備基準令は特殊学校及び特殊学級の施設・設備に関する基準を決めた大統領

令である。特殊学校の校地は校舎用地と運動場用地を合わせたもので、その基準面積は12学級ま
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では4,000平方メートルとし、12学級以上24学級まではそれを超える1学級当たり300平方メート

ルとし、24学級を超える場合には超過する1学級当たり200平方メートルを加算した面積とする

(特殊学校施設設備基準令第2条)、職業指導訓練による動物飼育及び植物栽培のために必要な場

合に実習地を置くことができる(特殊学校施設・設備基準令第3条)。校舎に置く施設の種類は普

通教室、特別教室、視聴覚教室、図書室、相談室、職業指導・訓練室、治療教育室、管理用各室、

保健衛生及びアクセシビリティ施設、遊戯室などを置くことができる(特殊学校施設・設備

基準令第4条)。

特殊学校は特殊教育対象者の通学便宜のために寮または通学用バスを運行しなければならな

い。施設の環境は学習と生活に差し支えがない照度・温度及び防音が維持されるように設置しな

ければならない(特殊学校施・設備基準令第5条および第6条)。

国家及び地方自治体は特殊教育を振興するために次のような業務を遂行しなければならない

(特殊教育振興法第3条)。

1. 特殊教育総合計画の樹立

2. 生活機能の回復のための治療教育対策の研究

3. 特殊教育対象者の就学指導

4. 特殊教育の内容及び方法の研究・改善

5. 特殊学校教員の養成及び研修

6. 特殊教育機関の設置・運営及び特殊教育のための施設・設備の拡充・整備

7. 特殊教育に必要な教材・教具の研究・開発及び普及

8. 特殊教育対象者に対する職業教育対策の研究

9. 特殊教育機関収容計画の樹立

10. 特殊教育支援体制の研究・改善

11. その他特殊教育の発展のために必要な事項

国家及び地方自治体は上記の業務を遂行するため、予算の範囲内で経費を優先的に支給しなけ

ればならない。国家は特殊教育に対する予算措置が不足だと認められる地方自治体に対して予算

拡充など必要な措置をするよう勧告することができる。

また、国家は特殊教育振興業務を効率的に遂行するために関係中央行政機関間の協力体制を構

築しなければならない(特殊教育振興法施行令第2条)。

国家及び地方自治体は特殊教育に関する主要事項を審議するために教育人的資源部長官副長官

所属の下に中央特殊教育運営委員会を、教育監所属の下に市・道特殊教育運営委員会を、教育長

所属の下に市・郡・区特殊教育運営委員会をおかなければならない(特殊教育振興法第4条)。
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ア. 特殊教育機関の状況及び設立実績

特殊教育とは特殊教育対象者の特性に適合した教育課程・教育方法及び教育メディアなどを通

じて教科教育・治療教育及び職業教育などを実施することをいい(特殊教育振興法第2条第1項)、

特殊教育機関とは特殊教育対象者に特殊教育を提供するために幼稚園・初学校・中学校または高

等学校(専攻科を含む)課程を教育する特殊学校及び特殊学級をいう(特殊教育振興法第2条)。した

がってわが国の特殊教育機関は大きく特殊学校、特殊学級及びその他に大別されることができ、

特殊学校は障害のある児童生徒等を対象にする分離教育機関で、特殊学級は高等学校以下の各学

校に設置された学級として障害のある児童生徒等と通常学級に在籍する児童生徒が共に教育受け

て生活する統合教育のための教育機関である。このような特殊学級は対象の児童生徒の障害程度

と能力によって全日制、時間制、特別指導、巡回教育などの形態で運営されている。

1) 特殊学校

2001年4月現在全国の特殊学校数は総数134校である。この数は特殊教育創始期である’62年の

10校に比べ、13倍以上に増加したものであり、特殊教育振興法の制定直後の’79年の53校に比べ

2.5倍程度に増加した。また前年度の2000年と比較して5校が増加している。’62年から2001年ま

での特殊学校状況は〈表2・1〉の通りで、その増加推移は 〈図 2・1〉の通りである。
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〈表 2・1〉 年度別特殊学校数
（単位：校）



全国の特殊学校を設立別・障害領域別で区分すると〈表2・2〉のように国立5校、公立42校、

私立87校であり、視覚障害学校12校、聴覚障害学校16校、知的障害学校80校, 肢体不自由学校19

校、情緒障害学校が7校である。このような状況は〈図2・2〉のように私立特殊学校の割合が

64.9%と高い特徴を現わしている。
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「図 2・1」 年度別特殊学校数

〈表 2・2〉 設立別・障害別特殊学校数

（単位：校）

「図 2・2」 設立別・障害別特殊学校数

精神遅滞
80

聴覚障害
16

全134校

視覚障害

19
肢体不自由

情緒障害
7 12

国立
5

私立
87

公立
42

全134校



また、全国の特殊学校を地域別・障害領域別で区分すると〈表 2・3〉の様に地域別で不均衡

となっている。市・道によっては特定障害領域に2校以上の学校が設立されている地域もあり、

一部の市・道には一つの特殊学校にすべての障害領域が含まれている学校もある。

特殊学校は幼稚園課程だけ運営している10校を除き大部分が幼・初・中高等部の全課程を一学

校内に併設・運営している。2001年4月現在134の特殊学校の2,712学級を学校課程別で区分する

と幼稚部課程267学級、小学校課程1,231学級、中学校課程612学級、高等学校課程602学級(専攻科

68学級を含む)になる。地域別・学校課程別特殊学校の学級数は〈表2・4〉の通りで、市・道

別・設立別特殊学校の学級数は〈表2・5〉の通りである。

－63－

〈表 2・3〉 地域別・障害領域別特殊学校数
（単位：校）

※ 障害領域別区分は主な障害領域をいう



一方、2000年9月から2001年8月(現在)までに新設された特殊学校はソウル1校、釜山1校、京畿

2校、忠北1校、計5校である。これらの学校の障害領域と学級数の具体的な状況は〈表2・6〉の

通りである。
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（単位：学級）

〈表 2・4〉 2001年地域別・学校課程別特殊学校学級数

〈表 2・5〉 地域別・設立別特殊学校学級数
（単位：校/室）



2) 特殊学級

2001年度4月現在の特殊学級数は幼稚園65学級、小学校2,982学級、中学校680学級、高等学校

119学級の計3,846学級である。これは前年2000年度の幼稚園56学級、小学校2,974学級、中学校

683学級、高等学校89学級の計3,802学級と比べて全体的に 44学級増加している。年度別特殊学

級の数は〈表2・7〉の通りで、その増加推移は〈図2・3〉の通りである。

全国の特殊学級を運営類型別で区分すると全日制98学級、時間制3,581学級、巡回学級、167で

ある。地域別・運営類型別特殊学級の数は〈表2・8〉の通りであり、地域別・課程別特殊級の数

は〈表2・9〉の通りである。
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〈表 2・6〉 2001年新設学校状況

（単位：学級）

〈表 2・7〉 年度別特殊学級数
（単位：学級）

「図 2・3」 年度別特殊学級数



イ. 障害のある児童生徒等の就学状況

わが国の憲法第31条は「すべての国民は能力によって均等に教育を受ける権利を持つ」と明し

ている。憲法が規定しているこのような教育を受ける権利を具現化するために特殊教育振興法第

条に「特殊教育対象者に対する小学校及び中学校課程の教育はこれを義務教育とし、幼稚園高等

学校課程の教育はこれを無償とする」と規定されている。したがって障害のある児童生徒等も特

殊校、特殊学級、通常学校の通常学級などに配置されて教育を受ける権利の保障を受けている。

1) 特殊学校

2001年4月現在、特殊学校に在学している幼児児童生徒の数は24,380人だが、これは2000年の

24,196人に比べて184人増加した数である。年度別特殊学校児童生徒数は〈表2・10〉の通りで

増加推移は〈図2・4〉の通りだ。

全国の特殊学校児童生徒数を設立別・障害領域別で区分すると〈表2・11〉の様に、設立別で

は国立1,163人、公立9,381人、私立13,836人であり、障害領域別では視覚障害学校 1,388人、聴覚

害学校2,331人、知的障害学校15,771人、肢体不自由学校3,135人、情緒障害学校1,755人である。
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〈表 2・9〉 地域別・課程別特殊学級数

〈表 2・8〉 地域別・運営類型別特殊学級数
（単位：学級）

（単位：学級）

〈表 2・10〉 年度別特殊学校学生数
（単位：名）



これを図で表せば〈図2・5〉の様になり、私立特殊学校児童生徒の割合が 56.8%を占めることに

その特徴がある。

特殊学校の児童生徒数を地域別・障害領域別で区分すると〈表2・12〉の様に地域によって障

害領域別分布に差が多いことを示している。
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「図 2・4」 年度別特殊学校学生数

〈表 2・11〉 設立別・障害領域別学生数

「図2・5」 設立別・障害領域別学生数

（単位：名）
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2001年4月現在地域別私立特殊学校の児童生徒の割合は〈表2・13〉の様にソウル62.1%､釜山

34.1%､大邱65.9%､仁川44%､光州43.8%､大田62.9%､蔚山100%､京畿72.9%､江原10.9%､忠北74.8%､

忠南19%､全北49%､全南63.8%､慶北74.4%､慶南17.8%､済州60.8%である。これは特殊教育が一部の

市・道教育庁の場合､私立学校に多く委託されている現状を如実に反映した結果と見られる。
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〈表 2・12〉 地域別・障害領域別特殊学校学生数
（単位：名）

〈表 2・13〉 地域別・設立別特殊学校学生数
（単位：名）



また特殊学校の児童生徒数を学校課程別で区分すると〈表2・14〉の様に幼稚部課程1,481人, 

小学校課程10,076人、中学校課程6,051人、高等学校課程6,772人(専攻科791人を含む)となる。

2) 特殊学級

2001年4月現在の特殊学級の児童生徒数は26,815人で、前年度の2000年度に比べて188人増加し

ている。年度別特殊学級の児童生徒数は〈表2・15〉の通りで、その増加推移は〈図2・6〉、地域

別・課程別特殊学級の児童生徒数は〈表2・16〉の通りである。
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〈表 2・14〉 地域別・課程別特殊学校学生数
（単位：名）

〈表 2・15〉 年度別特殊学級学生数 （単位：名）

「図 2・6」 年度別特殊学級学生数



ウ. 幼児特殊教育状況

幼児特殊教育とは満3歳から満5歳までの障害幼児及び障害の可能性が高い幼児の発達のために専門

的な援助を提供することで,身体・ 知覚・言語・認知・情緒的領域の成長の可能性が一番高い時期に

行われる教育である。このような幼児特殊教育は障害幼児の発達を促進し, 障害を最小化し、学令期

に受けなければならない特殊教育と関連サービスの必要性を最小化することで教育費用を節減し, 施

設収容の可能性を最小化し, 独立的な生活の可能性を最大化する教育的効果がある。このため特殊教

育振興法では第5条①項に特殊教育対象者に対する幼稚園課程の教育を無償教育と規定し, 第8条に国

家及び地方自治体は障害を持った幼児に対する幼稚園課程の教育を促進するために障害の早期発見、

教員養成, 教育施設・設備の拡充など早期特殊教育に必要な施策を構ずるように規定している。した

がってわが国は特殊学校幼稚部(幼稚園課程だけ運営する特殊学校含み), 幼稚園特殊学級, 幼稚園通常

学級などの教育機関を用意して障害幼児に対する特殊教育を提供している。

1) 特殊学校幼稚部

特殊学校幼稚部は〈表2・17〉の様に’92年には103クラスに816人の障害幼児が就学していたが、

2001年4月現在267クラスに1,481人が就学し、1992年に比べて学級の数は約2.6倍、就学乳児の数

は約1.8倍増加した。

特殊学校幼稚部学級数を設立別で区分すると〈表2・18〉の様に国立23学級、公立58学級、私

立186学級で、障害領域別で区分すると〈表2・19〉のように視覚障害学校17学級、聴覚障害学校

58学級、知的障害学校142学級、肢体不自由学校31学級、情緒障害学校19学級である。地域別特

殊学校幼稚部学級状況は〈表2・20〉の通りだ。
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〈表2・16〉 地域別・課程別特殊学級学生数
（単位：名）

〈表2・17〉 特殊学校幼稚部状況
（単位：学級/名）



2) 幼稚園 特殊学級

’9    7年から設置され始めた幼稚園特殊学級は’97年に4校の幼稚園の5つの特殊学級に30人の障害

幼児が就園した。2001年4月現在、63幼稚園の65特殊学級に268人が就園し、幼稚園特殊学級の数

は前年度の2000年度に比べて1.16倍、就園障害幼児の数は約1.03倍に増加した。2001年4月現在、

地域別幼稚園特殊学級及び児童生徒の数は〈表2・21〉の通りだ。

3) 障害幼児通常学級配置

2001年4月現在幼稚園通常学級に配置されている障害幼児の数は総16人で、これを地域別で区

分すると〈表2・22〉の通りだ。
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〈表2・18〉 設立別特殊学校幼稚部状況
（単位：学級/名）

〈表2・20〉 地域別特殊学校幼稚部状況

（単位：学級/名）

〈表2・19〉 障害領域別特殊学校幼稚部状況

（単位：学級/名）

〈表2・21〉 地域別幼稚園特殊学級状況

（単位：園/学級/名）



エ. 特殊学校専攻科状況

障害のある児童生徒等の自立能力の開発と社会統合のための職業教育は特殊教育において非常

に重要であり、その特性の上,十分な期間を要する。一部の障害のある児童生徒等の場合,特殊学

校高等部卒業後社会に進出する場合,職業生活の準備不足のため職業生活の適応で困る事例も多

い。そのため特殊教育振興法は第21条に高等部を設置した特殊学校に専門職業教育の充実のため

に1年以上の専攻科を設置・運営するように規定し,同法施行令第18条に専攻科の運営に関する規

定を置いている。この規定により’93年度と’94年度の2年にわたって視覚障害学校1校と知的障害学

校1校を専攻科実験校に指定・運営し、’95年度から専攻科設置・運営を拡大した。2001年4月現在、

専攻科を設置・運営している学校は〈表2・23〉の様に視覚障害学校3校、聴覚障害学校2校,知的

障害学校21校,肢体不自由学校1校,情緒障害学校2校,計29校であり,総児童生徒数は812人で

ある。これは前年度の 2000年度に比べて9学級、121人の児童生徒が増えた数である。

オ. 障害のある学生の大学教育状況

知識基盤社会（訳者注：韓国では「高度情報化社会」のことを「知識基盤社会」と呼ばれる）と
呼ばれるこの時代は初・中等教育だけではなく高等教育である大学教育とその後の引き続き教育を
要求し、用意性のみを追い求める教育ではなく、希望するすべての人々にいつでも必要な教育を提
供して変化する環境に適応して、変化を主導して行く主導者になるように教育しなければならない。
そのため大学教育は以前のように一部エリートのみを対象にする教育ではなく、社会構造の変化に
従って、希望するすべての人々に必要な教育を提供するように普遍化されなければならない。そう
でなければ、大学は時代の変化を主導する人的資源を開発することができないし、そのような人的
資源を開発しない大学や社会は競争で淘汰されざるをえない。したがって大学教育の機会は特殊教
育対象者である障害のある学生の場合にも保障されなければならないし、大学教育を通じて変化す
る環境に適応し、社会の変化を主導して行くのに必要な知識と能力を習得しようとする教育意欲を

持っているといえる。2000年度特殊学校高等部卒業生の進学状況は〈表2・24〉の通りだ。
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〈表 2・22〉 地域別障害幼児一般学級配置状況

（単位：名）

〈表 2・23〉 特殊学校専攻科設置状況
（単位：校/室/名）



わが国の特殊教育対象者の大学教育は、一般の生徒との競争を通じて大学に入学する進学生の外、

特殊教育対象者の大学入学特別選考制度を取り入れた1995年度以降から本格的に拡がり始めた。障

害のある生徒の大学入学特別選考制度は大学または専門大学（短大）に障害のある生徒が定員外で

入学するように規定した制度である。これは障害者福祉法第19条の規定によって障害登録された者

とし、特殊教育振興法第10条に基づき特殊教育対象者に選定された者は大学の長が決めた方法によ

って入学が可能とした制度である。この制度は障害のある学生に対する国家の義務を充実して履行

するために用意した積極的平等措置の一つで、相対的疎外感と機会剥奪感を解消するために用意さ

れた。

障害のある学生の大学入学特別選考を通じて大学に入学した特殊教育対象者は〈表2・25〉の様

に通常大学校及び産業大学校の場合、’95年度は6大学が実施し107人、’96年度は16大学が実施し201

人、’97年度は30大学が実施し234人、’98年度は39大学が実施し298人、’99年度は40大学が実施し349人、

2000年度は48大学が実施して313人、2001年度に43大学が実施し360人が入学した。そして専門大学

の場合は’95年度に2大学が実施し6人、’96年度に2大学が実施し16人、’97年度は6大学が実施し42人、

’98年度は6大学が実施し57人、’99年度は6大学が実施し47人、2000年度は9大学が実施し55人、

2001年度は11大学が実施し61人が入学した。
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〈表 2・24〉 特殊学校高等部卒業生の進学状況
（単位：名）

※ 進学率は専攻科進学率を含んだもの



ア. 統合教育実験校指定・運営

特殊教育対象者を通常学級に配置して通常学級の児童生徒と共に教育する統合教育は全世界的

な特殊教育の方向である。これは特殊教育対象者も自分が生まれて育った地域の学校で教育受け

る権利があるという人権保護と社会正義の立場から特殊教育が志向しているアプローチである。

このような統合教育の実施基盤構築と拡大実施のために2000年から市道別で1校以上の学校を統

合教育モデル校に指定・運営し、年末に運営事例発表大会を実施して優秀校を表彰している。

2000年度地域別統合教育モデル校指定・運営実績は〈表2・26〉の通りで、2001年度地域別統合

教育モデル学校指定・運営状況は〈表2・27〉の通りだ。
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〈表 2・25〉 年度別特殊教育対象者特別選考大学入学状況

〈表 2・27〉 2001年度地域別統合教育実験校指定・運営実績

〈表 2・26〉 2000年度地域別統合教育実験校指定・運営実績

（単位：校）

（単位：校）

（単位：名）



イ. 特殊教育対象者配置体制の転換

特殊教育対象者を障害の程度によって重度障害児は特殊学校に、軽度障害児は特殊学級に配置し

てきたこれまでの特殊教育配置体制を止揚し、すべての特殊教育対象者の通常学級配置を優先的に

考慮する体制を確立しなければならない。したがって特殊学級と特殊学校を統合環境での適応と効

率的な教授－学習を支援する機関に転換し、「特殊学校→特殊学級→通常学級」の順序で配置して

きた特殊教育対象者配置体制を「通常学級→特殊学級→特殊学校」の順序で配置する体制に転換し

なければならない。

1) 特殊学校

特殊学校は家庭・病院・施設などの重度・重複障害のある児童生徒等を就学させ、重度・重複障

害中心の障害領域教育機関に転換運営しなければ学ならない。また、地域社会内特殊教育支援セン

ターとしての役割を拡大し特殊学級の児童生徒のための短期職業教育と治療教育プログラムを運営

し、教員や保護者を対象にこれに対する相談も実施し、学校内寄宿舎を活用して特殊学級や通常学

級に就学する障害のある児童生徒等の生活適応訓練などを実施する。それに加えて、特殊学校と隣

近通常学校を連携した統合教育を活性化させていく。そのために2001年度に全国の26個地域教育庁

または特殊学校に特殊教育支援センターを設置運営している。

2) 特殊学級

特殊教育振興法施行令第13条の2に基づいて特殊教育対象者の数によって特殊学級を設置する

としている。しかしこの規定の意味は物理的概念の学級というより児童生徒の割合による特殊教

育教員の配置を意味するもので、特殊学級は児童生徒の教育的要求と学校の状況によって全日制、

時間制、巡回教育など多様に運営するとしている。このために特殊学級を全日制から時間制に転

換し、可能な特殊教育対象者が通常学級に統合される機会を増やすように推奨した結果、2001年

度には 〈表 2・28〉の様に全国3,846の特殊学級のうち全日制98学級、時間制3,581学級、巡回学

級167個学級に転換した。2000年度144あった全日制特殊学級が2001年度に46に減少し、〈表2・29〉

の様に全日制特殊学級に配置されていた833人の特殊教育対象者が620人に減少し、さらに多くの

特殊教育対象者が通常学級に統合される機会の提供受けるようになった。
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〈表 2・28〉 特殊学級運営類型別学級数
（単位：学級）



3) 通常学級

統合教育のためには特殊教育対象者を通常学級に配置しなければならない。しかし 2001年4月、

現在特殊教育対象者に選定されて通常学級に配置されている障害のある児童生徒等の数は〈表

2・30〉の様に幼稚園16人、小学校1,231人、中学校547人、高等学校907人で全体 で2,701人である。

通常学級に配置された特殊教育対象者の教育のためには通常学級の教員の特殊教育研修を強化し

て対象児童生徒に対する個別化教育を実施し、特殊教育対象者が配置された通常学級の学級当た

り児童生徒数を下方調整することで担当教員の充実した学級運営を援助しなければならない。こ

のような環境の創成のため、2001年7月7日に改定された教育公務員昇進規定(大統領令第17,292

号)第41条第3項第2号項目にある「特殊学校・特殊学級勤務及び特殊教育振興法第2条第6号に規

定された統合教育のための学級を直接担当した経歴に対する加算点は選択加算点に当たるの

で市・道教育監が項目及び点数の基準を決め算定するように規定した。
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〈表 2・29〉 特殊学級運営類型別学生数

（単位：名）



ウ. 障害者アクセシビリティ施設設置

特殊教育対象者の統合教育のためにはまず通常の学校内でこれらのアクセス権を保障しなけれ

ばならない。このようなアクセス権の保障のために特殊教育振興法第15条第2項に各学校の長は

統合教育のための教材・教具、スロープ、手すり、トイレ、机・椅子など障害者アクセシビリテ

ィ施設を設置するように規定している。障害者アクセシビリティ施設とは身体的・精神的障害に

よって社会全般のさまざまな施設を利用するのに多くの困難がある障害者の社会適応に対する不

完全を最小化または除去するための機構、施設・設備をいう。すなわち、障害者が活動や移動を

行う際、一般の人と全く差がない様に活動できるようにする施設をさし、すべての障害者が持つ

社会的不利を人的・物的・社会的資源の活用と協力を通じて、最小化することに必要な施設を総

称する。2001年4月現在、特殊学級設置学校の障害者アクセシビリティ施設の設置状況を学校課

程別で区分すると〈表2・31〉の様になり、地域別で区分すると〈表2・32〉の様になる。
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〈表2・30〉 地域別・課程別特殊教育対象者一般学級配置状況

〈表2・31〉 課程別特殊学級設置学校の障害学生便宜施設設置状況

（単位：名）



エ. 統合教育担当教員研修拡大

特殊学級の時間制特殊教育を担当する通常学級教員と通常学級に配置された特殊教育対象者を

指導する通常学級の教員、そして特殊学校と通常の学校の統合教育を担当する通常学級の教員は

特殊教育職務研修を優先して履修するように措置している。そして統合教育地域の拡大と長期的

な統合教育担当教員の確保のため、遠隔放送受信局が設置された京畿、慶州、済州、昌原、光州、

仁川地域の幼・初等学校教員を対象に国立特殊教育院から遠隔で60時間以上特殊教育職務研修を

実施している。これにより2001年度に国立特殊教育院で行っている特殊教育職務研修を履修した

通常の学校の校長・教頭・教員は8月現在で555人となる。

ア. 学校教育課程編成・運営の効率化

1998年改訂・告示された第7次特殊学校教育課程(教育部告示第1998－11号)の「教育課程の

成・運営指針」は市・道教育庁にとって地方の実情に適合した「市・道教育課程編成・運営指針」
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〈表 2・32〉 地域別特殊学級設置学校の障害学生便宜施設設置状況



を開発・施行するようにしていて、学校にとって国家水準の教育課程と市・道の教育課程編成・運営

指針を土台学校の実情に適当な「学校教育課程」を編成・運営するように規定している。そして学校

は教育課程の合理的編成と効率的な運営のための特殊学校教員、特殊教育専門家、教育課程専門家、

保護者などが参加する「学校教育課程委員会」を構成運営し、この委員会は学校長の教育課程運営及

び意思決定に関する諮問の役割を担当するように規定している。そして学校は教育課程を編成・運営

するにおいて教員の組職、児童生徒の実態、保護者の要求、地域社会の実情及び教育施設・設備など

教育条件と環境が充分に反映するようにしている。これによって 2001年4月現在16市・道教育庁は全

地域の実情に適切な教育課程編成・運営指針を開発・提示しており、134の特殊学校と3,846の特殊学

級は全市・道教育庁の指針によって学校の実情、地域の特性、児童生徒の実態、保護者の意見など

を勘案して学校教育課程と学級教育課程を編成・運営している。

イ. 個別化教育の強化

最近の教育の焦点は集団から個人に移ってきている。教育の主体が個人という点で、個人を教

育の対象と見るようになったのである。個々の児童生徒の素質の啓発と学習能力の拡大化のため

には「適切な教育」が保障されなければならない。このような適切な教育を保障するためには児

童生徒一人ひとりの教育を個別の能力に適切に設計しなければならないし、それが最大の効率性

を持つように周辺条件を整備しなければならない。このような条件の中で最も重要なのが特定の

児童生徒のための個別化教育計画の具体案だ。

特殊教育振興法施行令では第14条第2項に各級・学校では毎年度開始まで児童生徒の個別教育

計画を作成するように規定し、学期間に特殊教育対象者の教授－学習が効率的に成り立つように

している。転校や再入学などで特殊教育対象者が学期途中に配置された時には配置された日から

30日以内に作成するとしている。この規定により2001年8月現在特殊学校と特殊学級の特殊教育

対象者はもちろん、通常学級に配置された特殊教育対象者も個別化教育計画の作成・施行を通じ

て彼らの教育的要求に適切な教育の提供を受けている。

また、特殊教育振興法施行規則は第9条に各級・学校で個別教育計画を効果的に実施できるよ

うにするため、当該の学校に個別化教育運営委員会を設置・運営するように規定している。この

運営委員会は委員長1人を含む5人以上10人以下の委員で構成、委員長は当該学校の長とし、委員

会の構成及び運営などに関して必要な事項は当該学校の学則で決めるように規定している。この

ように2001年8月現在、134特殊学校は全ての児童生徒の個別の教育的要求に適合した教育を提供

するため、個別化教育計画運営委員会を設置・運営している。

ウ. 職業教育及び転換教育の強化

職業教育は障害の有無を取り去って彼らの学校卒業後の独立的な社会人生活を支援するため、すべて

の児童生徒にとって重要な課程となる。中等学校卒業後も大学に進学し高等教育を受ける生徒もいれば、

労動市場を通じて就業をする生徒もいる。しかし大学進学も就業もできない生徒は無為に時間を過ごし

たり、自信を喪失したり、反社会的行動をとることもありうる。そこで児童生徒が学校生活を行う課程

から学校卒業以後の職業生活を準備しなければならないし、それに必要な教育を受けなければならない。
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特に中等学校卒業以後、それ以降の教育を受ける機会や職場を得る機会が制限されている障害

のある生徒の場合、中等学校教育の課程から学校卒業以後の職場生活を積極的に準備しなければ

ならない。そうでなければ学校卒業以後職場を得ることができずに職場生活のための教育を受け

なければならない。このように学校で学校卒業以後職場に移行する課程で集中的に職業生活のた

めに支援を行うのが職業教育である。障害のある生徒の教育課程は彼らの職業リハビリのために

必要なすべての支援を提供しなければならない。そうしてこそ特殊教育がその本来の目的である

障害のある生徒の統合された社会において独立した自立生活を促進するという課題を成就できる

ようになる。したがって特殊学校高等学校課程の7次教育課程は視覚・聴覚及び肢体不自由学校

の場合、教育課程運営時間の38%以上を知的障害学校は48%～50.%を職業教育に割当するように

規定している。この結果2000年度特殊学校高等学校課程の卒業生就業率は〈表2・33〉のように

27.2%となっている。

特殊学校の教育課程が生徒の職業教育に多い比重を置いているにもかかわらず、卒業生の就業

率が低調になっている。2001年2億4千万ウォンの予算を投入して中・高等学校課程の特殊学校教

員を対象で職業教育研修を実施している。この研修課程は 2001年から2004年まで4年間に毎年

600人ずつの特殊学校教員を対象とし、障害のある生徒の職業教育に対する理論と実技研修を実

施することで特殊学校職業教育担当教員の専門性を伸ばし特殊学校職業教育の内実化をはかるこ

とを目的としている。この研修のために2001年度には国庫2億4千万ウォンを支援し、5年間毎年

同金額の国庫を支援し9億6千万ウォンの予算を投入する計画にある。特殊学校職業教育担当教員

の研修のための具体的な研修支援計画は〈表2・34〉の通りだ。

一方、障害のある生徒の生活の質を高めるためには、就業中心職業教育だけでなく、社会の構

成員で価値と生きがいを持って生きていけるようにしなければならない。これは職業教育の範囲

を広い意味で障害のある生徒が学校で社会人生活への移行課程に必要な支援を受けなければなら
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〈表 2・33〉 2000学年度特殊学校高等部卒業生就職状況
（単位：名/％）

〈表 2・34〉 特殊学校職業教育担当教師研修支援計画



ないという意味である。そのために学校は教育課程に自己決定、独立生活、地域社会参加、余暇

生活など社会人生活に必要な活動や課題などを含まなければならない。したがって特殊学校と特

殊学級は学校教育課程と学級教育課程を編成・運営する課程にこのような内容に重点を置き、特

殊教育対象者が学校卒業以後、うまく社会人生活に切り替られるように支援している。

エ. 治療教育の強化

特殊教育には治療教育という教育活動があり通常の教育と特に区別される。特殊教育は心身の障害を

持った障害のある児童生徒等を対象とし、その障害による多様な困難を乗り越え、障害を補い、それに

代えられるように治療教育を提供するという特徴がある。このような特徴を持った治療教育は医学的治

療と教育を組み合わせた教育という意味で障害のある児童生徒等の障害の補填と回復及び能力の伸張を

はかる教育活動を意味する。これによって特殊教育振興法は第2条第7項に「治療教育とは障害によって

発生した欠陥を補うこととともに生活機能を回復させる心理治療・言語治療・物理治療・作業治療・聴

能訓練・歩行訓練及び生活適応訓練などの教育活動をいう」と規定している。そして特殊教育振興法施

行規則は第11条に心理治療師、言語治療師、物理治療師、作業治療師など免許証を持つ者を配置するよ

うに規定している。しかし2001年4月現在、特殊学校には327人の治療教育教員が配置され特殊教育対象

者の治療教育的要求を支援している実情である。特に第7次特殊学校教育課程は治療教育の活動領域を

言語治療、聴能訓練、物理治療、作業治療、感覚・運動・知覚訓練、心理・行動適応訓練、歩行訓練、

日常生活訓練の8領域で区分し、児童生徒の要求によって選択的に治療教育を提供するように規定して

いる。しかし、現在配置された治療教育教員だけでは特殊教育対象者の治療教育的要求を適切に支援す

ることができる専門的なプログラムや支援を適切に提供することができないのが現状である。よってす

べての特殊教育教員が治療教育の内容及び方法を熟知して特殊教育対象者の治療教育的要求に対応

するように研修活動によって治療教育活動に対する研修を強化している。

1) 特殊教育担当教員養成状況

創始期、わが国の特殊教育教員は大学の特殊教育科や資格検定などを通じて養成されてきた。しかし

1992年12月8日教育法の改訂以後、特殊教育教員の養成方法が改善され、以前の初級大学と大学で養成さ

れた特殊教育教員が大学及び大学院で養成されるようにその水準が上方修正され、資格検定を通した教

員養成は以前と違って準教員の資格証を付与するように規定された。そして大学院(教育大学院を含む)

修士課程の場合も基礎資格証、すなわち通常の教員資格証明を必須要件にして特殊教育教員資格証を付

与するようにした。これは通常の教育に対する理解を基礎として特殊教育に対する素養を習得して特殊

教育が持っている通常の教育との共通性と特殊教育の特殊性という要求を満たすための措置の一つだ。

実際特殊教育は通常の教育と分離した特別な教育ではなく、通常の教育との共通性と国民教育の普遍性

をもとに障害のある児童生徒等の特性を反映した特殊教育の特殊性を基礎としなければならない。そのた

め大学院修士課程での特殊教育教員養成は通常の教員資格証の所持を必要とするようになったのである。

2001年4月現在、特殊教育教員養成課程の設置された大学は全18大学で、5大学は師範大学、残
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りは教職課程と認められた大学である。この大学の中で幼児特殊教員を養成する大学が4校、小

学校特殊教員を養成する大学が11校、中等特殊教員を養成する大学が5校、特殊体育教員を養成

する大学が3校、治療教育教員を養成する大学が4校、職業教育教員を養成する大学が4校である。

2001年度特殊教育教員養成大学の定員状況は〈表2・35〉の通りだ.

一方、2001年4月現在、特殊教育大学院は3大学院で、その具体的な状況は〈表23・6〉の通りであ

る。特殊教育関連専攻設置教育大学院は36教育大学院で、その具体的な状況は〈表2・37〉の通りだ。
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〈表 2・35〉 特殊教員養成大学定員状況
（単位：名）



2) 特殊教育担当教員現職研修状況

教育基本法第14条第2項では「教員は教育者として持たなければならない品性と資質を向上させるに

努力しなければならない。」と規定している。教育公務員法第38条第1項には「教育公務員はその職責を
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〈表 2・36〉 特殊教育大学院状況

〈表 2・37〉 特殊教育関連専攻設置教育大学院状況

（単位：名）

（単位：名）

※“＊”の学校（7校）は2001年度に特殊教育関連専攻を新設した教育大学院である



遂行するために常に研究と修養に努力しなければならない」と規定していて、教員は高い倫理意識と使

命感を持って資質向上のための不断の努力で自己革新を成さなければならない。また、小・中等教育法

第21条に規定された教員の資格によると教員の必須条件として専門職として持つべき所定の資格証明を

要求している。教職の専門性涵養のための教育は採用前の教育段階でのみ必要ではなく採用後にも続か

なければならない。何故ならば専門職としての教職は主に高度の知識と技術的な奉仕を行うことにその

特徴があるからだ。現行の特殊教育振興法第23条では特殊教育教員の資質向上のための教育及び研修を

定期的に実施することを規定している。

教員研修の種類は「教員等の研修に関する規定」第6条第1項で規定しているように、教育の理論・方

法及び職務遂行に必要な能力培養のための職務研修と教員の資格を取得するための資格研修に区分する

ことができる。国内研修と対応して国外研修も実施しており、教員研修機関で実施することができない

特殊分野に対しては特殊教育研修機関を指定して実施する指定研修と教員自らが自己研鑽を通じて専門

性の伸張を期する自主研修に区分することができる。教員研修教育課程は資格研修課程については教育

人的資源部が、「教員資格研修標準教育課程」を作成して各教員研修機関に提示しており、研修機関は

この標準教育課程によって教科別・履修領域別に編成・運営している。職務研修の研修課程と内容は研

修課程の開設目的と必要性によって研修センター長あるいは委託受けた機関の長が決めて運営するよう

にしている。特殊学校(級)教員に対する研修は’94年5月16日大統領令第14,264号で国立特殊教育院が設立

される前までは別途の研修機関がなく特殊教育教員養成大学に教育を委託して実施しており、一部教員

に対する一般研修に限られていた。その後、特殊教育教員に対する研修及び特殊教育専門研究、資料の

開発・普及のための専門研究機関である国立特殊教育院が京畿道安山市に開院されるにことにより、特

殊教育教員に対する資格研修、職務研修及び補習教育などを実施できるようになった。特殊教育担当教

員の各種現職研修実績は〈表2・38〉の通りである。

一方、需要者中心の研修のため特殊教育研修機関と研修体制の多様化が模索されている。国立特殊教育
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〈表 2・38〉 特殊教育担当教員研修状況

※上記の内容は国立特殊教育院の2001年8月現在までの研修実績である
※国外研修は’97～’98年は一般研修として、’99年からは特別研修に変更して実施する

（単位：名）



院や各市・道教員研修院で実施する研修以外に’96年から特殊教育教員現職研修機関に承認された大邱

大学、ウジョク大学、檀国大学、梨花女子大学などはもとより、釜山大学、竜仁大学、朝鮮大学校、昌

原大学など特殊教育関連学科がある大学や韓国言語聴覚臨床学会など特殊教育関連学会で多様なテーマ

に特性化された現職研修を実施し、需要者である教員が選択的に研修を受けることができる体制が成り

立っている。そして国立特殊教育院を送信局として受信局を設置した慶北、光州、済州、仁川及び慶南

地域の特殊教員及び通常の教員、保護者を対象にした遠隔研修(60時間以上の職務研修及び16時間の職務

研修、教員及び保護者対象の非公式研修)を運営している。2001年からソウルと大邱地域が追加で受信局

に選定され機器を設置している。そして特殊教育研修機会の拡大のために研修対象者を特殊学校(級) 教

員はもちろん特殊教育関連専門職、職業教育担当教員、治療教育教員、保護者などに拡大させている。

2001年度には国立特殊教育院では60時間以上の12課程(遠隔研修含み)と16時間以上の5課程の職務研修を

実施しており、2課程の資格研修と特殊学校(級)教員及び専門職から対象者を選抜した特別研修(アメリカ、

オーストラリアなど)を実施している。各市・道教育研修センターで実施する研修では釜山教育研修セン

ターが特殊学校(級) 教員を対象に60時間の職務研修を実施し、ソウル教育研修センター、忠南教育研修

センター、公州大学教員研修センターが特殊教員(中等) 1級資格研修を実施している。また、すべての

市・道教育研修センターで実施する各種研修プログラムでは特殊教育関連講座を編成し通常の学校教員

に特殊教育素養向上のために努力している。

カ. 特殊教育研究強化

特殊教育は障害のある児童生徒等の特性に適合した教育課程、教育方法及び教育メディアなどに対す

る研究を必要とする。特に、障害のある児童生徒等は通常学級の児童生徒とは違う独特の教育的要求を

持っていてこれらの要求に適合した教育課程、教育方法及び教育メディアなどが開発されてこそ教育を

効率的に遂行することができる。特殊教育振興法第3条では特殊教育の内容及び方法の研究・改善、特

殊教育に必要な教材・教具の研究・開発及び普及、特殊教育支援体制の研究・改善などを国家及び地方

自治体の任務と規定し、それに必要な経費を優先的に支給するように規定している。そのため特殊教育

研究は国家及び地方自治体によって特殊教育の質を向上することができる教育課程、教育方法及び教育

メディアなどを中心に遂行されなければならない。これまで特殊教育研究は注目に値する発展を成して

きた。特殊学校教育課程の制定及び改訂、特殊学校教科書及び教員用指導書の研究・開発、特殊学校施

設・設備及び教具・設備基準の制定、特殊学校(級)標準教育費適正規模の研究など多くの研究が成り立っ

た。このような研究は以前から特殊教育科が設置されいた大学とこれらの大学の附属研究所などに必要

な時に委託・遂行されてきたため、研究の一貫性と体系性を維持しにくい点があった。そこで1994年政

府は国立特殊教育院を開院し、特殊教育研究業務を専門的に遂行するようにした結果、研究の一貫性と

体系性を確保し現場の要求に適合した研究が遂行できるようになった。2000年度の国立特殊教育院の研

究及び学術会推進実績は〈表2・39〉、〈表2・40〉の通りだ。
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1) 特殊教育研究・開発の強化

21世紀の時代的要求と状況に適合した特殊教育の実現のためには過去に堅持してきた思考の枠組を抜

け出さなければならない。20世紀特殊教育を支配して来た枠組は特殊学校と特殊学級という分離教育だ

ったが、新しい時代の枠組は統合教育である。障害のある児童生徒等の教育目標が学校卒業以後社会的

統合である以上、教育の課程から通常学級の児童生徒と統合された場面で教育を受けなければならない。

したがって21世紀の韓国特殊教育の新しい姿のための努力の結果を分析し、明日の新しい特殊教育がど

んな姿であるべきか、そのビジョンを提示する研究とともに、現在の実際を漸進的に改善して行くこと

ができる方案を研究していかなければならない。また、障害のある児童生徒等のための教授-学習資料の

開発も教授-学習の質向上のために持続的に行われなければならない。このため2001年8月現在「特殊教

育発展中・長期総合対策樹立のための政策研究」を推進している。この研究は1996年に用意された「特

殊教育発展方案(1997～2001)」の後続事業であり、障害のある児童生徒等に適切な教育機会を提供し、効

率的な国家人的資源開発・管理体制の基本枠組を構築するために遂行される特別政策研究課題である。

就学前特殊教育体制の構築、初・中等学校教育の改善と内実化、中等以後の教育の支援、国立特殊教育

院の機能強化、特殊教育情報化支援、省庁間協力支援体制構築などを主要内容にし、2002年からわが国
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〈表 2・39〉 国立特殊教育院の研究実績

〈表 2・40〉 特殊教育学術会開催推進実績



の特殊教育の発展に寄与する政策を開発している。この研究課題の開発が終わる今年以後、わが国の特

殊教育は以前とは違う新しい姿で発展して行くようになるであろう。この研究の他に2001年8月現在、

特殊教育の発展と特殊教育対象者の教育権と学習権保障のため、国立特殊教育院で推進している特殊教

育基礎研究と教授-学習資料の開発内容は〈表2・41〉、〈表2・42〉の通りだ。そして2001年度国立特殊

教育院で推進している特殊教育の情報提供、統合教育の条件改善及び韓国特殊教育の位相向上を目標と

した特殊教育セミナー、ワークショップ、特殊教育情報及び広報誌発刊、論文集3種、国際交流協力5回

などの特殊教育学術及び広報活動事業は〈表2・43〉の通りである。
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〈表 2・41〉 特殊教育基礎研究推進内容

（単位：部/千ウォン）

〈表 2・42〉 特殊教育教授－学習資料開発推進内容
（単位：部/千ウォン）



2) 協力研究体制の構築

21世紀知識情報化社会は国際間の競争とともに協力を促進することにその特徴がある。このため国

内・外関連機関と特殊教育研究のための交流協力体制の構築を必要とする。これらを通じてわが国の位

相を向上し、特殊教育の質的改善をはかっていくことができる。国立特殊教育院は特殊教育の国際交流

協力のために’95年11月の日本国立特殊教育総合研究所を最初に、オーストラリアクィーンズランド大

学特殊教育研究センター、米国カリフォルニア州立大学校転換教育研究所と交流協定を締結し、国際交

流協力を強化している。その推進実績は〈表2・44〉の通りだ。

キ. 障害者教育福祉情報センター設置・運営

1) 障害者教育福祉情報センター設置・運営状況
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〈表 2・44〉 特殊教育国際交流協力推進実績

〈表 2・43〉 特殊教育学術・広報推進内容

（単位：部/名）



障害者と共に生きる福祉社会に向け、情報化基盤構築を通じて障害者の生活の質を高め、いつ、

どこででも、誰でも時間と空間の制約を超え、必要とする情報の提供を得ることができる情報セ

ンターを国立特殊教育院内に設置、運営している。このセンターは国立特殊教育院を送信局に、

仁川、光州、慶北、済州、慶南地域に受信局を設置し、超高速通信網を利用した遠隔特殊教育放

送を実施するとともにインターネットを通じて特殊教育科障害者の福祉・リハビリなどに関する

情報を提供している。このセンターは教育人的資源部の「共に生きる福祉社会に向けた特殊教育

発展方案」(’96.12)と保健福祉部、教育人的資源部、労動部の「障害者福祉発展 5ヶ年計画」

(’97.12.11)により、障害者教育関連情報を総合的・体系的に収集・管理・提供することで、障害

者障害教育・福祉を具現化し、省庁間及び関連機関間の治療・教育・雇用・保護に関する情報を

共有するために設置された。年度別運営状況は 〈表2・45〉の通りである。

2) 障害者教育福祉情報センター運営実績

障害者教育福祉情報センターは週2～3回の遠隔特殊教育放送を通じて遠隔特殊教育研修と相談を提供

している。インターネットを通じて各種特殊教育、障害者福祉及びリハビリ関連情報を提供、情報メデ

ィアを制作して特殊教育関連機関に配布している。具体的な遠隔特殊教育放送実績は〈表2・46〉、イン

ターネット運営実績は〈表2・47 〉 、情報メディア開発は〈表2・48 〉の通りである。
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〈表 2・45〉 障害者教育福祉情報センター年度別運営状況



ア. 特殊教育行政・財政支援状況

特殊教育は障害のある児童生徒等の個々の要求に適合した教育内容を構成し、その特性に適当な方法

で教育するのが特徴である。したがって特殊教育行政組職も人事、財政、施設、奨学、研究、評価など

各分野にわたり障害類型と程度によって特殊教育資料、教授技術、特別施設などを支援・造成すること
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〈表 2・46〉 遠隔特殊教育放送実績

〈表 2・47〉 インターネット運営実績

〈表 2・48〉 情報メディア開発実績



ができる行政の専門性と特性が維持されなければならない。そのためには専門家が配置されなければな

らないし、財政支援も十分でなければならない。

1) 特殊教育支援体制

障害のある児童生徒等の教育のための教育人的資源部の組職については’96年7月の教育省職制改訂時

に幼児・特殊教育担当官を幼児教育担当官と特殊教育担当官に拡大・改編するとともに特殊教育担当官

を奨学官に補するようにした。その後’98年3月、特殊教育担当官を特殊教育政策課に改編し特殊教育の

政策業務を担当するようにした。しかしわずか1年余り後の1999年5月教育省の構造改革により特殊教育

政策科は学校政策室内の幼児・特殊教育科に統合され、2001年教育人的資源部のスタートで教育自治支

援局内の特殊教育保健課に改編された。特殊教育政策課の設置によりこれまで各課で分散・処理されて

きた特殊教育業務を統合して特殊教育行政の専門性を高め、効率的な業務推進のためにつくしてきたこ

とにある程度支障をきたすようになってしまった。それだけでなく専門人材の不足によりその機能を適

切に遂行することができないという問題も生じている。

地方自治制度の実施とともに1991年3月8日付けで制定・公布された「地方教育自治に関する法律」第2

条により市・道教育庁に特殊教育担当奨学官と視学を配置することで係単位の特殊教育行政組職を確保

できるようになった。1998年まで9市・道教育庁にだけ特殊教育担当奨学官が配置されており、その外の

7市・道には担当視学だけ配置されていた。全国180地域教育庁には44人の特殊教育担当視学だけが配置

されていた。しかし現在は16市・道教育庁に特殊教育担当奨学官が配置され、全国180地域教育庁に特殊

教育担当視学が配置され特殊教育行政組職が強化された。そして現在は16市・道教育庁に特殊教育担当

奨学官が配置され、180地域教育庁に特殊教育担当奨学官が配置され特殊教育行政組織が強化された。

しかし、16名の市・道教育庁特殊教育担当奨学官中8人、180名の地域教育庁特殊教育担当奨学官中68

名だけが特殊教育の専攻者で配置されており、依然として専門担当者が 不足し、その役割を正しく遂行

できていないのが実情である。また、特殊教育振興法は第4条に特殊教育対象者の適切な教育環境配置

を保障し、特殊教育発展計画を審議して、特殊教育現場などを支援する機構で教育人的資源部に中央特

殊教育運営委員会、市・道教育庁に市・道特殊教育運営委員会、市・郡・旧教育庁に市・郡・旧特殊教

育運営委員会を設置・運営するように規定している。これによって2001年4月現在中央の教育人的資源部

と全国16市・道教育庁及び180市・郡・旧教育庁に特殊教育運営委員会が設置・運営されているが、同委

員会の制限的な性格によりその運営が活性化できずその任務を十分遂行することができないのが実情で

ある。したがって2001年から特殊教育運営委員会の機能を補って特殊教育対象者に対する支援を拡大・

提供するために地域教育庁別で特殊教育支援センターをモデル的に設置・運営している。

地域教育庁特殊教育支援センターは特殊教育対象者の選定配置、特殊教育対象者の教授-学習支援、地

域内特殊教育関連サービス機関との協力体制構築、特殊教育相談、地域社会障害者及び障害のある幼児児

童生徒の家族支援、統合教育支援、特殊教育に関する情報収集及び提供などの機能を通じて特殊教育対象

者に対する支援を拡大提供するのに目的を置いている。現在特殊学級に配置された特殊教育対象者や通常

学級に配置された特殊教育対象者は治療教育と職業教育など心身の障害によって要求される特別なサービ

スを充分に提供受けることができないのが実情である。そこで地域特殊教育支援センターの設置・運営を

通じてこれらに対する支援を拡大して行く計画である。2001年度6月現在地域別で設置・運営されている
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特殊教育支援センターの設置状況は〈表2・49〉の通りで、地域別設置状況は〈表2・50〉の通りである。

2) 特殊教育財政支援

特殊教育はマイナリティを対象にする教育であり、まず予算の対象にしなければならない分野で

ある。外国の場合、特殊教育に対する予算を国家の教育福祉水準を見積る尺度とし、これに対する

予算を継続拡大している。しかしわが国の場合、教育人的資源部予算対応特殊教育費は〈表2・51〉

の様に’95年1.8%、’96年1.5%、’97年1.6%、’98年1.9%、’99年1.8%、2000年1.8%、2001年2.0%となってい

る。
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〈表 2・49〉 特殊教育支援センター設置状況
（単位：箇所）

〈表 2・50〉 特殊教育支援センター設置状況



心身に障害を持った特殊教育対象者はその障害により通常学級の児童生徒より多くの教育費を必

要とする。特殊教育対象者は通常学級の児童生徒が学習する教科教育も受けなければならないし、

その外に障害の矯正や補償のための治療教育も受けなければならない。それだけでなく特殊教育対

象者は通常学級の児童生徒が利用する教材・教具以外に特別な教材・教具の提供も受けなければな

らない。従って特殊教育対象者の教育費は通常学級の児童生徒の教育費より多く支援されなければ

ならない。わが国の場合特殊教育対象者1人当り特殊教育費は1998年まで継続して増加していたが、

1999年からは減少している。その具体的な内容は〈表2・52〉のように1995年4,217千ウォン, 1996年

4,965千ウォン、1997年6,209千ウォン、1998年6,947千ウォン、1999年6,282千ウォン、2000年6,216千

ウォン、2001年7,916千ウォンとなっている。

私立特殊学校は委託教育機関であり、教員人件費と学校運営費の大部分について国庫や地方費を補

助を受けている。これは特殊教育振興法第5条を根拠にし、初等学校及び中学校課程は義務教育、幼

稚園・高等学校課程は無償教育とされ、国・公・私立特殊学校に対する支援は全て等しい水準となっ

ている。また、2001年からはこれまで国庫から支給されていた私立特殊学校の施設援助費が全て地方

費から支援された点が特徴である。1995年から2001年まで私立特殊学校に対する国庫及び地方費支援

状況は〈表2・53〉の通りだ。
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〈表 2・51〉 教育人的資源部予算における特殊教育費

（単位：千ウォン）

〈表 2・52〉 特殊教育対象者1人当りの特殊教育費
（単位：千ウォン）



〈表2・53〉の様に1995年度を基準にした私立特殊学校に対する財政支援状況は継続増加し、1998

年には1.56倍に増加している。1999年にはわずかに減少したが、2000年からまた増加している。こ

のような支援額の増加は私立特殊学校教員の増員、学級の自然増によって人件費支援が増えたほか、

設備増設による運営費を支援している状況を表わしている。

イ.特殊学校施設・設備

特殊学校は障害の程度が重く通常学級や特殊学級への統合教育が不可能で特殊学校での教育がよ

り效率的であると考えられる重度・重複障害児を教育するために設立された学校である。したがっ

て障害の特性による施設・設備の基準は通常の学校施設・設備基準と異なり、障害による学習欠陥

を補強するための別途の治療教育用教具を必要とする。

1) 基本施設状況

特殊学校施設・設備基準令(大統領令第13,736号)では特殊学校の校地について基準面積を12学級ま

では4,000平方メートルとし、12学級から24学級まではそれを超える1学級当たり300平方メートルと

し、24学級以上の場合は1学級当たり200平方メートルを加算した面積と規定している(第2条)。そし

て特殊学校は職業指導訓練による動物飼育及び植物栽培のために必要な場合には実習地を置かなけ

ればならないと規定している(第3条)。特殊学校の校舎に置く施設の種類は普通教室、特別教室、視

聴覚教室、図書室、相談室、職業指導・訓練室、治療教育室、管理用各室、保健衛生及びアクセシ

ビリティ施設、遊戯室などとし(第4条)、特殊教育対象者の通学便宜のために寮または通学用バスを

運行しなければならないとしている。また施設の環境は学習と生活に差し支えがない照度・温度及

び防音が維持されるように設置しなければならない(第5条および第6条)。

このような基準によって設立・運営されている全国134特殊学校は2001年4月現在校地の総面積が

1,494,781㎡で、1校当たり平均11,155㎡となり、児童生徒1人当り平均61.3㎡となっている。校地の中

で校舎を除いた運動場の総面積は506,854㎡であり、1校当たり平均 は3,782.5㎡、児童生徒1人当り

平均は20.8㎡となる。全国特殊学校の校地状況は〈表2・54〉の通りである。
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〈表 2・53〉 私立特殊学校に対する財政支援状況
（単位：千ウォン）



特殊学校の教員用途別面積を教授/学習スペース、管理/支援スペース、体育/集会スペース、保

健/衛生スペース、給食施設、寮・社宅スペースなどで区分すると教授/学習スペースは260,692㎡、

管理/支援スペース44,612㎡、体育/集会スペース31,390㎡、保健/衛生スペース34,499㎡、給食施設

27,727㎡、寮・社宅スペース30,513㎡などとなっている。具体的な特殊学校教員用途別面積状況は

〈表2・55〉の通りだ。

2) 冷暖房面積状況

特殊学校の中で暖房できない面積は140,483㎡で、セントラルヒーティングの面積は 284,208㎡であ

り、個別暖房の場合でガス利用による暖房を行う面積が63,923㎡、油類の利用によって暖房行う面積

が132,648㎡、炭類を利用して暖房する面積が132㎡、一般電力を利用して暖房する面積が2,580㎡、深

夜電力を利用して暖房する面積が21,569㎡となり、暖房のために油類を使う面積が著しく多い。また、

冷房できる面積は76,914㎡で冷房施設が設置されていない学校が多いのが実情である。
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〈表 2・55〉 特殊学校教育用途別面積状況
（単位：㎡）

※資料：教育人的資源部・韓国教育開発院（2001）.教育統計年報,

〈表 2・54〉 特殊学校校地状況

（単位：㎡）

※資料：教育人的資源部・韓国教育開発院（2001）.教育統計年報,



具体的な特殊学校の冷暖房面積状況は〈表2・56〉の通りである。

3) エネルギー使用状況

特殊学校のエネルギー使用状況については大部分が一般電力を使っており、その他集団エネルギ

ー、ガス、油類を多く使用している。水は上水道を多く使用している。2001年全国134の特殊学校

のエネルギー使用状況は〈表2・57〉の通りだ。

4) 主要教具状況

特殊学校では児童生徒の治療教育及び障害改善のため、聴能訓練機、録音機、歩行訓練台などの
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※資料：教育人的資源部・韓国教育開発院（2001）.教育統計年報.

〈表 2・57〉 特殊学校エネルギー使用状況

〈表 2・56〉 特殊学校冷暖房面積状況

（単位：㎡）

※資料：教育人的資源部・韓国教育開発院（2001）.教育統計年報.



教具は基準より多く保有しているが、直観用机、超音波治療機、超短波治療機などの保有量は基

準に達していないのが現状である。特殊学校主要教具の保有状況は〈表2・58〉の通りだ。

ウ. 特殊学校教員勤務条件改善

1) 特殊教育担当教員優待状況

ア) 号俸優待

2000年1月8日に改定された公務員補修規定(大統領令第16,689号) [別表23]では、特殊学校に勤める

教員及び通常の学校の特殊学級を担当する教員の内特殊学校教員資格証を持つ者で師範係大学修学

年限が2年以上の者は加算研修を2年としている。

イ) 昇進時加算点附与

2001年7月7日改定された教育公務員昇進規定(大統領令第17,292号)は第41条に特殊学校に勤めると

か特殊学級または統合教育のための学級を直接担当した経歴に対しては選択加算点を付与するよう

に規定している。したがって2002年1月1日から名簿作成権者である市・道教育監が決める評定対象

の範囲及び評定点によって特殊学校勤務経歴、特殊学級担当経歴及び特殊教育対象者が配置された

統合学級を担当した場合にも加算点を受けることができるようになった。

ウ) 特別手当支給

公務員手当規定[別表11]の2により、特殊学校に勤める教員と特殊学級を担当する教員には特別手
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〈表 2・58〉 特殊学校主要校具状況

※資料：教育人的資源部・韓国教育開発院（2001）.教育統計年報,



当として50,000ウォンを支給するようになっている。特別手当と給料間の対応結果は〈表2・59〉の

通りで、教員特別手当の支給内容を引上時期別に表すと〈表2・60〉の通りだ。
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〈表 2・59〉 特別手当と俸給間の対応
（単位：ウォン）

〈表 2・60〉 引上時期特別手当引上内訳
（単位：月/ウォン）



■ 障害幼児の障害を最大に予防・減少させ、２次障害を予防するための

障害の早期発見、診断・評価 及び教育体制の構築

■ 障害幼児の早期統合教育の活性化のための幼児特殊教育機関の新・増

設及び通常学級配置の拡大

■ 障害幼児の教育の質の向上のために幼児特殊教育機関に幼児特殊教育

専攻教員及び治療教育担当教員配置の拡大

ア. 推進目的

〇 障害の早期発見, 早期統合教育, 教育施設・設備の拡充など障害幼児の早期教育機会拡大のため　

の多様な教育対策の用意

〇 障害幼児の全員就学及び適切な教育的サービスの提供

イ. 主要内容

〇 障害幼児の早期診断・教育のための保健福祉部との協調体制構築及び定期的な実務者協議体構

成・運営

〇 障害幼児の統合教育基盤の構成及び幼児特殊教育機関の拡大

〇 幼児特殊教育専攻教員及び治療教育担当教員配置の拡大

〇 障害幼児の早期診断・教育プログラムの開発・普及

ウ. 推進計画

〇 障害幼児の早期診断・教育などを体系的に管理することができる教育人的資源部と保健福祉部　

間の定期的な実務協議体の組織・運営

〇 幼児特殊教育機関増設

－2004年まで幼稚園課程特殊学校5校、幼稚特殊学級180学級
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〇 幼児特殊教育専攻教員及び治療教育担当教員配置拡大

〇 障害幼児の早期診断・教育プログラムの開発・普及(国立特殊教育院)
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〈表 3・61〉 幼児特殊教育機関増設計画
（単位：校、学級、億ウォン）



▲ 特殊教育対象者の障害類型と程度に適合した教育機会提供のため

に2003年まで特殊学校5校新設及び特殊学級985学級増設

▲ 障害者の高等教育水準の継続的職業教育機会の提供及び社会福祉

専門担当者需要に対応するために2002年3月「韓国リハビリ福祉

大学 」開校

ア. 推進目的

〇 特殊教育対象者の障害類型と程度に適合した教育機会を提供した障害のある児童生徒等に適切な　

教育的サービス提供

〇 障害者に高等教育水準の継続的職業教育機会提供

〇 急増するリハビリ・社会福祉専門人材の需要に効果的に対処し、障害者と一般人の統合教育によ

る社会適応力向上及び社会統合の具現化

イ. 主要内容

〇 特殊教育機関設置拡大

〇 障害者高等教育機会の拡大及び中堅技術職者の育成

ウ. 推進計画

〇 特殊教育機会拡大のための特殊教育機関設置拡大

－2003年までに特殊学校5校, 特殊学級985学級増設

〇 障害者の高等教育機会の拡大及び職業リハビリのための「韓国リハビリ福祉大学」設置

－2002年3月開校予定

－障害のある学生等と一般の学生の募集の割合を学科別で融通性を持たせ、60:40を確保

－支援資格：視覚障害者、聴覚障害者、肢体不自由者(脳病辺障害者を含む)、
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〈表 3・62〉 特殊教育機関設置計画

（単位：校、学級、億ウォン）



情緒及び学習障害者

－授業年限：2年(医療保障期間3年)

－募集学科及び入学定員(開校時アニメーションとなど10学科、入学定員250人)

※専門職業人養成のために既存学制の中で学力中心ではなく障害のある児童生徒等個々人の

能力を職業と連結させることができる先端技術関連学科を選定
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〈表3・63〉 2002年「韓国リハビリ福祉大学」募集学科及び入学定員

（単位：名）



▲ 障害のある児童生徒等の統合教育機会拡大のため通常の学校に障害

者アクセシビリティ施設 設置拡充など条件改善

▲ 大学の障害者アクセシビリティ施設設置拡大のため障害者福祉施設

費及び教材開発費支援

ア. 推進目的

〇 障害のある児童生徒等の教育機会の拡大と統合教育実施の基盤構築のため、特殊教育に必要な　　

教材及び教具を用意し、スロープや手すり、特殊教育対象者が利用するのに便利なトイレ・机、

椅子などのアクセシビリティ施設の設置(特殊教育振興法第15条)

イ. 主要内容

〇 障害のある児童生徒等の統合教育のため通常の学校に障害者アクセシビリティ施設の拡充

ウ. 推進計画

〇 新設の初・中・高等学校及び大学には障害者アクセシビリティ施設の設置を義務とする

〇 既存の初・中・高等学校には市・道教育庁別に障害者アクセシビリティ施設拡充・整備総合計　

画をたて、予算を確保して年次的に推進する

〇 大学の障害者アクセシビリティ施設設置拡大のために障害者福祉施設費及び教材開発費を支援

※ 予算額 : 1,725億ウォン(’02～’04)

初・中・高等学校の障害者アクセシビリティ施設拡充費を支援(地方費）

・’02年～’04年3年間の毎年5百億ウォン(1,000個校×5千万ウォン)を支援

－大学の障害者福祉施設費及び教材開発費を支援(国庫)

・’02年～’04年3年間の毎年75億ウォン(50個校×1億5千万ウォン)を支援
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▲ 統合教育に対する理解推進のために通常の教員・管理者に対する　　

特殊教育研修機会の拡大、及び教員養成課程の特殊教育関連講座

を必修専攻科目に開設

▲ 通常の教員の障害のある児童生徒等理解のため、通常の教員の特

殊教育研修を2003年まで21,000人に拡大実施

▲ 通常学級の児童生徒及び保護者の統合教育に対する理解改善のた

めの啓蒙及び教育

ア. 推進目的
〇 通常学級に配置された特殊教育対象者の教育のために通常の学校教員等の特殊教育に対する認　

識改善及び通常の教員(統合教育担当教員）の特殊教育研修の強化

〇 統合教育のための認識改善の広報拡大

イ. 主要内容

〇 通常の教員の特殊教育理解推進を図るため、全ての教員養成教育課程に「特殊教育概論」を必

修講座として開設・運営

〇 通常の教員の研修時に特殊教育科目を必修課目として開設し、配当時間を増設

〇 TV、ラジオ、新聞、掲示板、家庭通信文、保護者学会議、インターネットなどを通した特殊教

育広報を活性化

〇 特殊教育及び障害者に対する理解を図ることができる教育資料の開発の拡大

〇 特殊教育及び障害者理解方案の広報を強化し、障害のある児童生徒が学校教育でだけでなく社

会的に統合されるようにする政策を推進

ウ. 推進計画

〇 統合教育を担当する教員に選択加算点付与(教育公務員昇進規定改訂’01.7.7, 施行’02.1.1)

〇 通常の教員養成大学に必修課目「特殊教育概論」を開設

〇 通常の幼・初・中等学校教員及び管理者特殊教育研修を拡大

〇 幼・初・中・高等学校通常の教員に対する特殊教育研修機会の拡大

〇 通常の学校教員の資格研修と職務研修等すべての研修課程に特殊教育に関する講座を開設

〇 幼・初・中・高等学校管理者の昇進任用時に特殊教育職務研修履修を義務化し、すべての教員

が障害のある児童生徒等を理解して教育できる能力を持たせる

〇 現職研修以外の通常の教員養成課程で特殊教育概論講座を開くことを、選択から必須専攻に改　
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訂。特殊学校(級) 実習課程を必修課目に改訂、これらの特殊学校(級) ボランティア活動を義務化、

直前研修から特殊教育及び障害のある児童生徒等に対する理解を向上

〇 詳細推進計画及び所要予算

－国立特殊教育院主催

－市・道教育庁別主催

〇 4月を「障害者理解の月」、4月20日を「障害者の日」に指定・運営

〇 障害者及び特殊教育に関する広報資料集の発刊・普及

〇 通常学級の児童生徒の特殊学校などでボランティア活動展開

〇 障害体験活動の展開 : 児童生徒が障害を体験するプログラムの開発・普及

〇 障害のある児童生徒等成功の先行事例集発刊・普及
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※ 120人単位で研修実施：予算 14百万ウォン

※ 16市・道×400人×150,000ウォン×3年＝28.8億ウォン



▲ 特殊教育教員の専門性向上のため資格研修、職務研修、国外研修な

ど特殊教育研修機会を拡大

▲ 特殊教育の質向上のため障害領域別診断・評価道具及び多様な教授

学習資料を開発・普及

▲ 障害のある児童生徒等個々人の特性と能力を考慮した個別教育計画

の円滑な運営のため特殊教育機関に補助教員を配置

ア. 推進目的

〇 障害のある児童生徒等個々人の特性と能力を考慮した個別化教育計画の円滑な運営のため、補

助教員の導入・運営

〇 障害のある児童生徒等個々人の特性と能力を考慮した個別化教育計画の円滑な運営のため、補　

助教員の導入・運営

イ. 主要内容

〇 特殊教育教員研修機会の拡大

〇 特殊教育教授-学習資料の開発・普及

〇 特殊教育の方向及び体制に適合した特殊教育教育課程を開発することにより、教育課程開発の　

適合性を高める

〇 障害のある児童生徒等の早期発見と適切な教育を提供するための科学的で精密な診断。評価器

具を障害領域別に多様に開発・普及

〇 障害のある児童生徒等個々の特性を反映して要求を充足させてくれる教科指導 教材・教具及び

プログラムの開発・普及。障害を軽減・克服できる 多様な治療教育教材・教具及びプログラム

の開発・普及

〇 障害のある児童生徒等達の職業適応を図ることができる多様な職業教育教材・教具及びプログ

ラムの開発・普及

〇 公益勤務要員、公共勤労者、ボランティアメンバーを中心にした補助教員の配置

〇 公益勤務要員と公共勤労者の活用のための国防部、行政自治部との協議推進

ウ. 推進計画

〇 特殊教育教員研修の拡大実施

－特殊教育教員の専門性のかん養のための資格研修、職務研修、国外研修の実施：22課程2,345

人、273百万ウォン(国立特殊教育院)
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－市・道教育庁及び学校単位の自主研修強化

－通常の学校教員研修時に特殊教育関連講座を必須として開設

〇 特殊学校職業教育担当教員研修の実施：2004年まで600名ずつ2,400人、960百万ウォン(2001年、

600人、240百万ウォン)

〇 特殊教育教授-学習資料の開発・普及

〇 特殊学校及び特殊学級に公益勤務要員、公共勤労者、ボランティアを中心とした補助教員の配

置(2004年まで6,700人)

－補助教員配置人員

・’02年1,500人：公益勤務要員500人、公共勤労者500人、ボランティア500人

・’03年3,700人：公益勤務要員1,500人、公共勤労者1,200人、ボランティア1,000人

・’04年6,700人：公益勤務要員2,500人、公共勤労者2,200人、ボランティア2,000人
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〈表 3・64〉 特殊教育研究推進計画

〈表 3・65〉 特殊教育資料開発計画



－所要額：303億ウォン(’02～’04)

・年度別所要額：'02年38億ウォン、'03年94億ウォン、'04年171億ウォン

※ 補助教員1人当り年間所要額

・公益勤務要員：1,712千ウォン(142,700ウォン×12月)

・ 公共勤労者：4,509千ウォン(25,048ウォン×180日)

・ボランティア：1,440千ウォン(8,000ウォン×180日)

※ 補助教員充員方法

－公益勤務要員：兵役法第5章及び公益勤務要員の服務管理規定第2章により国防部と協議し

て充員

－公共勤労者：公共勤労事業施行指針により行政自治部と協議して充員

－ボランティア：市・道教育庁別に充員計画を作成の後、学校別に随時募集

－109－



▲ 障害のある生徒の就職機会拡大のための障害類型に適合した職業教

育課程の開発及び職業教育の強化

▲ 重症障害児の社会適応のための地域社会との協調体制構築及び転換

教育強化

▲ 特殊学校教員の職業教育に対する専門性向上のための職業教育研修

の実施

ア. 推進目的

〇 障害類型に適合した職業教育課程及び職業教育プログラム開発と特殊学校職業担当教員研修を

通した障害のある生徒の職業教育の強化

イ. 主要内容

〇 障害類型に適合した職業教育課程及び職業教育プログラムの開発

〇 特殊学校中等部職業担当教員 研修の実施

〇 障害者の職業リハビリのための関連部局間の協議体制の構築

ウ. 推進計画

〇 障害のある生徒転換課程支援モデル及び資料開発研究

－国立特殊教育院で推進

－所要予算：125百万ウォン

〇 特殊学校職業教育担当教員研修の実施

－2004年まで特殊学校中等部教員全員に第7次教育課程にともなう職業教科目研修の実施

(2001年 560人)

－理論研修：国立特殊教育院で実施

－実技研修：市・道教育庁別及び学校別に実施
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〈表 3・66〉 職業教育研修年度別支援計画



〇 障害者の職業リハビリのための教育人的資源部、労働部、保健福祉部間協議体制の構築・運営

－障害者生涯教育体制構築方案研究(国立特殊教育院)
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▲ 障害のある児童生徒等の情報格差を解消するため国立特殊教育院に

仮想特殊学校(Cyber Special School)を設置しインターネット放送シ

ステムと 遠隔教育システムを通し障害者生涯教育を支援

▲ 障害者教育関連情報を総合的・体系的に収集・管理・提供することに

より障害者生涯教育・福祉の具現化及び関連部所間の治療・教育・雇

用・保護と関連した情報の共有

ア. 推進目的

〇 特殊教育教員の研修機会の拡大及び教授-学習資料の開発を通した特殊教育の質の向上

イ. 主要内容

〇 インターネット放送システムと遠隔教育システム拡充を通した生涯教育支援

〇 音声、文字、手話、点字、アニメーションなどの多様な形態の教授-学習資料提供

〇 サイバー教員制運営による学校教育課程の多様な教育活動の具現

ウ. 推進計画

〇 障害者生涯教育支援システム導入

－遠隔放送特殊教育システム運営の多角化

・放送システム効率性確保のための無料貸与体制導入

・ 障害者治療・相談プログラムの拡大

－サイバー特殊教育システムの導入

・ リアルタイム放送サービス、ホームページアウトソーシング運営を通した学校教育課程

〇 障害者生涯教育支援システムの定着

－遠隔放送特殊教育システム運営の定着

・ 画像教育、画像診療、画像相談プログラムの開発

－サイバー特殊教育システムの定着

・視覚・聴覚・肢体・知的障害児用コンテンツの開発(3年次)

・ 障害児在宅教育支援システムの構築

・特殊教育情報インフラの構築

・ 障害のある児童生徒等、特殊学校(級）、教員、障害者関連機関など

・ 特殊教員専門性支援プログラムの開発
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〈表 3・67〉 障害者教育福祉情報センター年度別推進計画



▲ 地域教育庁に特殊教育支援センターを設置・運営、障害のある児童

生徒等の診断・評価、選定・配置、教授-学習の支援、障害者家族相

談など各種特殊教育関連サービスの提供

▲ 2001年に試験設置・運営の後、2004年まで180地域教育庁に拡大実

施

ア. 推進目的

〇 障害のある児童生徒等の多様な配置形態にともなう適切な教育的サービスの提供

イ. 主要内容

〇 地域教育庁特殊教育支援センター設置・運営の年次的拡大

〇 特殊教育支援センター機能の強化

－特殊教育対象者の選定・配置

－教授-学習活動の効率化のための教授戦略及び方法の支援

－地域内の特殊教育関連サービスの提供

－地域社会障害者及び障害のある児童生徒等の家族相談支援

－巡回教育指導及び治療教育サービスの提供

－放課後活動支援

－統合教育支援

〇 特殊学級未設分学校の巡回教育担当教員の配置拡大

ウ. 推進計画

〇 特殊学級未設学校の巡回教育担当教員配置の順次的拡大

〇 地域教育庁特殊教育支援センター設置・運営の年次別設置計画

※ 1年度(2001)はモデル・運営で特殊教育専攻者が特殊教育担当視学に配置された地域教育庁に優先　　
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〈表 3・68〉 特殊教育支援センター年次別設置計画
（単位：億ウォン）



的に設置して漸次的に拡大設置

〇 特殊教育支援センター事務室の設置場所

－地域教育庁に設置することを原則とする

－地域教育庁に設置することが難しい場合は特殊学校または特殊学級設置校のうちの中心特殊学

級（重点校）内に設置

〇 配置人材

－地域教育庁特殊教育担当奨学官

－事務室を地域教育庁または中心特殊学級に設置する場合：巡回教育担当教員

－事務室を特殊学校に設置する場合：特殊学校に勤務する診断・評価専門教員及び相談教員

－特殊教育支援センター事務室には必ず1人以上の委員及び要員常駐

〇 市・道教育庁は本対策を基準に実情にあった計画を樹立し2001年から2004年まで年次的に全地域

の教育庁に拡大設置運営できるように措置

－特殊教育支援センター事務室に配置する定員、運営費編成などを含む
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